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Ⅰ. 調査の概要 

1 調査の目的・前提 
（1）調査目的 
 ヘルスケア産業におけるIoT・ビッグデータを活用した先進的なモデル事例の収集や、中国地域におけるヘルスケア
サービス等の提供事業者とシステム供給者であるITベンダー事業者のニーズ等を把握し、中国地域におけるIoT・ビッ
グデータを活用したヘルスケア産業の展開可能性や課題を取りまとめる。 
 

（２）調査の前提ならびに勘案する背景 
 本調査は、国内外の公的保険外の健康関連商品やサービスに焦点を当てたものである。しかし、国によっては医療
保険の仕組み、公的保険の範囲が異なり、境目に線を引くことは難しい。よって、国外文献調査にあたっては、公的保
険、民間ビジネスの区別をしていない。また、日本においては、公的保険の果たす範囲が広いことから、潜在する課題
やニーズを探索するにあたって、公的保険ビジネスを含めてヒアリングを実施した。ただし、医薬品、医療機器、診断
薬など、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（薬機法）に関わるものは、調査範
囲から除外した。 

 

2 調査内容・方法 
（１）国外のヘルスケア産業分野におけるIoT・ビッグデータの活用事例文献調査 
（２）国内のヘルスケア産業分野におけるIoT・ビッグデータの活用事例文献調査ならびに先進事例に係る 
   ヒアリング調査（6件） 
（３）中国地域の企業(ITベンダーを含む)、介護事業者、健康保険組合、自治体等のヘルスケア産業に関する 
   ニーズの把握（文献調査、ヒアリング調査15件） 
（４）中国地域におけるIoT・ビッグデータを活用したヘルスケア産業の展開可能性と課題の取りまとめ 
   （有識者ヒアリング２件） 

 

3 実施地域および事業実施期間 
 実施地域：中国地域 

 実施期間：平成28年10月7日から平成29年2月28日まで  
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Ⅱ. 調査内容 

1 国外のヘルスケア産業分野におけるIoT・ビッグデータの活用事例文献調査 

1.1 米国・英国におけるトレンド 
（1）医療制度の違いがもたらすトレンドの差異  
 Web上のまとめサイトや新聞、雑誌、総説などを3ヵ月分（2016年8月～10月）調査し、米国・英国のトレンドを把握した。 
・米国のトレンド 
 遠隔医療（telemedicine、remote monitoringなど）に関するものが最も多く（15.3％）、次いで医療とITの連携（提携、合
併、共同事業、共同研究など）（12.1％）、健康啓発・医療情報提供（保険商品・価格比較、医療相談、coachingなど）
（9.7％）、ITプラットフォーム（保険会社や医療機関への業務効率化プログラムなど）（8.2％）、ウェアラブル・デバイス
（7.6％）、フィットネス（7.1％）、メンタルヘルス（5.0％）などであった 

・英国のトレンド 
 ITプラットフォーム（政府、病院などへの業務効率化プログラムの提供など）が最も多く（35.5％）、次いでデータセキュリ
ティ（14.5％）、健康啓発・医療情報提供（5.1％）の順であった 

・米国と英国の差異 
 多くの民間有料サービスが存在する米国とITプラットフォーム中心の英国の差異は、民間医療保険中心の米国と税方
式による国営サービス中心の英国との医療制度の違いによる 

英国におけるヘルスケアITのトレンド 米国におけるヘルスケアITのトレンド 
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1.2 米国におけるIoT・ビッグデータ活用の事例 

活用事例 内容 

フィットネスのためのウェアラブルデバイ
ス使用 

装着者の日々の健康状態を記録し、スマートフォンなどにデータを
転送する。米国では、従業員への医療保険の提供者である企業
が、医療費適正化のために、従業員にウェアラブルデバイスを利
用した健康プログラムを提供したことが普及の一因。 

医療機関が患者や医療機器の状態を24
時間把握 

退院後、あるいは通院している患者の状態をモニタリングし、患者
の病状の急変や、日常生活での病状を、リアルタイムあるいは１
日１回データを医師に転送し、治療に役立てる。 

AI（人工知能）によるビッグデータ解析、
画像診断、診断支援 

医療ビッグデータをAIを用いて解析し、がんの診断、治療、医薬品
のデータ収集、研究に使用する試みが盛んになっている。 

医療機関による業務効率化ITプラット
フォームの利用 

医療機関における、医師・看護師などのスケジュール管理、薬剤
や医療機器の在庫管理、保険会社や患者への請求、患者のフォ
ローアップなどの院内業務全般の業務効率化プログラム。 

距離的に離れている医師と患者を結ぶ
遠隔医療 

患者と距離的に離れている医師が、ビデオ機器やスマートフォン、
タブレットなどを用いて、患者からの医療相談にのったり、指示・教
育を行う。 

健康啓発・医療情報提供サービスと医療
の質とコストの透明化サービス 

健康や病気に関する相談に乗り、どの保険に加入すべきか、どの
病院や診療科を受診すべきか助言する健康啓発・医療情報提供
サービス。どの医療機関が質が高いかなどの格付けを行い、情報
を提供する医療の質とコストの透明化サービス。 

服薬指導サービスと生活・メンタルヘル
ス指導サービス 
 

スマートフォン連動型のピルケース（錠剤入れ）により、飲み忘れ
た場合にはメッセージが届く服薬指導サービス。減量指導、禁煙
支援、メンタルヘルス支援などをネット上のアプリケーションあるい
は遠隔指導により行う生活・メンタルヘルス指導サービス。 

4 







１）健康寿命延伸産業のイメージ 

                                 出所）次世代ヘルスケア産業協議会資料 

   図 健康寿命延伸産業のイメージ 

 健康寿命延伸産業を育成することにより、現在、慢性期医療（生活習慣病関連）にかかって
いる医療費を、公的保険外のサービスを活用した予防・健康管理にシフトさせることにより、
「国民の健康増進」、「医療費の適正化」、「新産業の創出」を同時に実現することを想定して
いる。 
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3 中国地域におけるヘルスケアビジネスの現状とニーズ 

3.1 文献調査からみた中国地域のヘルスケアビジネス 

 公的保険外の健康関連サービス・商品の新聞記事をIT利用に限定せず抽出し、受益者からみた
ヘルスケアビジネスの4類型に従って整理した。  

新聞記事検索からみた中国地域のヘルスケアビジネスの4類型 
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タイプ 件数 ％ 代表的事例 

①健康に対する意識の高い人向け 
  のサービス・商品 

22 31.9 
ヘルスツーリズム、遺伝子検査、ヘルスケアコンビニ、 
保険外生活支援サービス、認知症予防、フィットネス、美容など 

②医療・介護の支出者（Payer）が 
 支出を減らしたいために使用する 
 サービス・商品 

8 11.6 協会けんぽ等の保健事業、健康経営普及事業など 

③自治体、企業に属する人の 
 健康の維持管理、福祉厚生の立場 
 で行うサービス・商品 

23 33.3 

健康経営をサポートする事業、自治体の健康ポイント事業 
自治体の地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業）、
認知症カフェ、地域ヘルスケア産業振興事業、地域包括ケアの
ための地域医療福祉情報連携システムの構築など 

④医療・介護の効率化あるいは 
 高度化するためのサービス・商品 

16 23.2 介護ロボット、在宅医療、コンビニ（介護相談拠点）など 

  69 100.0   

注）調査対象期間 2014年1月～2016年10月 















4.3 今後の課題と対応策 

○求められる国民の医療・健康に対する意識の変革 
 国民皆保険制度と介護保険制度により、医療と健康は官が提供するという意識が強い。 
 しかし、財政のひっ迫から、医療・介護は、公助から自助・互助・共助に向かう流れは加速する。 
 医療と健康に対する国民の意識の変革が求められる。 
 

○健康経営の推進 
 国内外の先進事例を見る限り、個人の健康に関する行動変容を促すには、自治体や企業・健康保険組合など
のリーダーシップが欠かせない。企業には健康経営の推進が求められる。自治体や企業は、組織の実状にあっ
た健康プログラムを開発あるいは購入し、その構成員に対し、提供していくことも必要である。 
 

○医療・健康分野におけるIoT・ビッグデータ利活用の推進 
 IoT・ビッグデータやAIの産業への利活用は始まったばかりであり、技術革新も急速に進んでいる。ITを利用した
医療費の適正化、医療の高度化、個人の健康管理の最適化、疾病予防、健康維持の取組が国内外で進んでい
る。また、ゲーム性や競争意識を高めるITのソーシャルな手法が健康づくりの動機づけや持続に有効であることも
明らかになっており、IoT・ビッグデータ利活用の余地は大きい。 
 

○政策動向の把握、対応 
 健康・医療分野は、政策資源を集中投入し戦略的に市場創出を目指す分野とされている。医療・介護保険制度
や規制緩和の動向により、新たなビジネスが創出されることが期待される。その意味で、政策動向を的確に把握
し、対応していくことが求められる。 
 

○地域の主体性への期待 
 日本の医療は地方自治体が主体となる地域型へ移行すると見込まれる。また、公的保険外サービスの拡充の
ためには、ヘルスケアの知識と経験を有する人材の確保・育成も肝要である。自治体は、地域の大学や専門学校
と連携して、そのような人材の育成を行うことが必要だろう。現実的には、自治体や健康保険組合、病院や薬局、
地元ITベンダーでコンソーシアムを作り、実証事業等を行うこと等により、事業推進の過程での課題に対応してい
くことが望まれる。また、地域の大学等と自治体が協同して、住民の健康意識に対する啓発活動や人材育成を
行っていくなど、長期的な視点にもとづいた施策が必要である。 
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